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失 業 給 付 （ 基 本 手 当 ） の 概 要

基本手当の概要

離職の日前２年間に被保険者であっ一般被保険者が失業（＊１）した場合において、

た期間が１２月以上ある場合には（倒産、解雇等による離職の場合は、離職の日前１年

、４週間に１回、公共職業安定所間に被保険者であった期間が６月以上ある場合にも）

において、失業状態にあることの認定を行った上で基本手当が支給（＊２）される。

＊１ 「この法律において「失業」とは、被保険者が離職し、労働の意思及び能力を有するにもかか）

わらず、職業に就くことができない状態にあることをいう （雇用保険法第４条第２項）」

なお、自己都合離職者（正当な理由による自己都合離職者を除く ）又は重責解雇による離職＊２） 。

者については、３か月間の給付制限がある。

、 、支給額は日額及び日数として定められ 基本手当日額は離職前賃金の原則 ～80 50%
所定給付日数は、定年退職者を含め離職前から予め再就職の準備ができるような者に対

しては 日～ 日（一般の離職者 、倒産・解雇等により再就職の準備をする時間90 150 ）

的余裕なく離職を余儀なくされた者（特定受給資格者）に対しては 日～ 日とな90 330
っている。

給付日数（原則）

(ｲ) 倒産、解雇等による離職者（(ﾊ)を除く）

１年以上 ５年以上 10年以上被保険者であった
１年未満 20年以上期間

区分 ５年未満 10年未満 20年未満

30歳未満 90日 120日 180日 －

30歳以上35歳未満 90日 180日 210日 240日

35歳以上45歳未満 90日 90日 180日 240日 270日

45歳以上60歳未満 180日 240日 270日 330日

60歳以上65歳未満 150日 180日 210日 240日

(ﾛ) 一般の離職者（(ﾊ)を除く）

１年以上 ５年以上 10年以上被保険者であった
１年未満 20年以上期間

区分 ５年未満 10年未満 20年未満

全年齢 － 90日 90日 120日 150日

(ﾊ) 就職困難な者（障害者等）

１年以上 ５年以上 10年以上被保険者であった
１年未満 20年以上期間

区分 ５年未満 10年未満 20年未満

45歳未満 300日
150日

45歳以上65歳未満 360日



〈現行〉

更新明示 ○ ○

更新不明示 × ○

〈検討の方向性の具体的イメージ〉

更新明示 ○ ○

更新不明示 ○ ○

１２月以上
　更新・離職理由

期間雇用者の
雇い止め

被保険者であった期間　
６月以上１２月未満

受給資格取得要件の見直しについて

期間雇用者の
雇い止め

６月以上１２月未満 １２月以上
被保険者であった期間　

　更新・離職理由



※　一般 ＝　一般の受給資格者

　　 特定 ＝　特定受給資格者
　一般（暫定特定）

〈現行〉

更新明示 特定 一般 特定

更新不明示 ×（受給資格なし） 一般 特定

暫定特定 一般 一般

〈検討の方向性の具体的イメージ〉

更新明示 特定 特定 特定

更新不明示 一般（暫定特定） 一般（暫定特定） 特定

一般（暫定特定） 一般 一般

受給資格区分の見直しについて

期間雇用者の
雇い止め

正　　当　　理　　由　　離　　職

被保険者期間６月以上
１２月未満

被保険者期間１２月以上
雇用期間３年未満

雇用期間３年以上
期　間　　　　

雇用期間３年以上
　更新・離職理由

＝　原則一般の受給資格者に係る所定給付日数とするが、暫定期間中は特例的に特定受給資格者に係る所定給付日数とする者

正　　当　　理　　由　　離　　職

被保険者期間６月以上
１２月未満

期間雇用者の
雇い止め

期　間　　　　

　更新・離職理由

被保険者期間１２月以上
雇用期間３年未満



（単位：人、％）

　一般被保険者数

29歳以下 30～44歳 45～59歳 60～64歳

平成10年度 33,317,528 ( △ 0.5 ) 9,771,768 ( △ 2.6 ) 10,925,950 (   0.9 ) 11,212,644 (   0.1 ) 1,407,168 ( △ 1.8 ) 

平成11年度 33,052,958 ( △ 0.8 ) 9,438,728 ( △ 3.4 ) 11,071,411 (   1.3 ) 11,170,756 ( △ 0.4 ) 1,372,065 ( △ 2.5 ) 

平成12年度 33,063,068 (   0.0 ) 9,200,251 ( △ 2.5 ) 11,326,906 (   2.3 ) 11,152,591 ( △ 0.2 ) 1,383,323 (   0.8 ) 

平成13年度 33,277,464 (   0.6 ) 8,961,224 ( △ 2.6 ) 11,699,185 (   3.3 ) 11,158,963 (   0.1 ) 1,458,092 (   5.4 ) 

平成14年度 33,143,535 ( △ 0.4 ) 8,620,939 ( △ 3.8 ) 12,034,684 (   2.9 ) 10,962,101 ( △ 1.8 ) 1,525,811 (   4.6 ) 

平成15年度 33,327,589 (   0.6 ) 8,322,867 ( △ 3.5 ) 12,465,612 (   3.6 ) 10,950,787 ( △ 0.1 ) 1,588,324 (   4.1 ) 

平成16年度 33,891,135 (   1.7 ) 8,152,005 ( △ 2.1 ) 12,983,507 (   4.2 ) 11,060,777 (   1.0 ) 1,694,847 (   6.7 ) 

平成17年度 34,464,199 (   1.7 ) 8,055,363 ( △ 1.2 ) 13,433,493 (   3.5 ) 11,255,958 (   1.8 ) 1,719,385 (   1.4 ) 

平成18年度 35,247,797 (   2.3 ) 8,050,113 ( △ 0.1 ) 13,908,961 (   3.5 ) 11,522,565 (   2.4 ) 1,766,158 (   2.7 ) 

平成19年度 36,164,864 (   2.6 ) 8,107,042 (   0.7 ) 14,387,372 (   3.4 ) 11,614,823 (   0.8 ) 2,055,627 (   16.4 ) 

（注1）数値は年度間月平均値である。

（注2）（　）内は対前年同月比である。

一 般 被 保 険 者 数 の 年 齢 別 推 移



再就職手当の概要 

 

１ 概要 

  受給資格者が安定した職業に就いた場合において、当該職業に就いた日の前

日における基本手当の支給残日数が、当該受給資格に基づく所定給付日数の３

分の１以上かつ４５日以上である者について支給される。 

 

２ 支給要件 

  次のすべてに該当する場合に支給する。 

 (1) 就職日の前日における基本手当の支給残日数が所定給付日数の３分の１

以上かつ４５日以上であること。 

 (2) １年を超えて引き続き雇用されることが確実と認められる職業に就き、

又は事業を開始した者であること。 

 (3) 離職前の事業主（関連事業主を含む。）に再び雇用されたものでないこと。 

 (4) 待期期間の経過後に職業に就き、又は事業を開始したこと。 

 (5) 給付制限を受けた場合については、待期期間の満了後１ヶ月については、

公共職業安定所等の紹介により職業に就いたこと。 

 (6) 求職の申込み前になされた雇用予約に基づいて雇用されたものでないこ

と。 

  (7) 安定した職業に就いた日前３年以内の就職について、就業促進手当の支

給を受けたことがないこと。 

 (8) その他、就業促進手当を支給することがその者の職業の安定に資すると

認められるものであること。 

 

３ 支給額 

  基本手当日額に支給残日数に相当する日数の１０分の３を乗じて得た額 

 

４ 根拠条文 

  雇用保険法第５６条の２ 

 

５ その他 

  支給額を基本手当日額で除した日数（＝支給残日数に相当する日数の１０分

の３）分については、基本手当の支給を受けたものとみなされる。 



常用就職支度手当の概要

１ 概要
常用就職支度手当は、受給資格者、特例受給資格者又は日雇受給資格者であって、身体障

害者その他就職が困難な者の常用就職を促進するため、これらの者が安定した職業に就いた
場合において、公共職業安定所長が必要と認めたときに支給される （雇用保険法第５６条。
の２）

２ 支給要件等
(1) 支給対象者

受給資格者、特例受給資格者（特例一時金の支給を受けた者であって、当該特例受給資
格に係る離職の日の翌日から起算して６ヵ月を経過していない者を含む ）及び日雇受給。
資格者であって次のいずれかに該当する者。
イ 身体障害者

ロ 知的障害者

ハ 精神障害者

ニ 就職日において４５歳以上である雇用対策法等に基づく再就職援助計画等の対象とな

る受給資格者

ホ 季節的に雇用されていた特例一時金の受給資格者（特例受給資格者）であって、通年

雇用安定給付金の支給対象となる事業主に通年雇用される者

ヘ 日雇受給資格者であって、日雇労働被保険者として就労することを常態としていた者

であり、就職日において４５歳以上である者
ト その他次に掲げる就職が困難な者

(ｲ) 駐留軍関係離職者、沖縄失業者求職手帳の所持者、一般旅客定期航路事業等離職者
求職手帳の所持者

(ﾛ) 刑余者
(ﾊ) 社会的事情により就職が著しく阻害されている者

(2) 支給要件
次のいずれにも該当すること。

イ 公共職業安定所又は職業紹介事業者の紹介により１年以上引き続いて雇用されること

が確実であると認められる職業に就いたこと。

ロ 離職前の事業主に再び雇用されたものでないこと。

ハ 待期期間又は給付制限期間が経過した後職業に就いたこと。
ニ 常用就職支度手当を支給することがその者の職業の安定に資すると認められること。

ただし、就職日前３年以内の就職について再就職手当又は常用就職支度手当の支給を受
けたことがある場合は、常用就職支度手当は支給されない。

(3) 支給額
基本手当日額×９０×３０％
（支給残日数が９０日未満である場合は、その日数。ただし、４５日を下限とする。具

体的には次表のとおり ）。

支給残日数 常用就職支度手当の額

９０日以上 ２７日分の基本手当

４５日以上９０日未満 残日数の３０％相当日数分の基本手当

４５日未満 １３．５日分の基本手当

※基本手当日額の上限額は、５，８７５円（６０歳以上６５歳未満は４，７３８円）



訓練受講者に対する支援について 

 

 

 失業給付（基本手当）の受給資格者が、公共職業安定所長の受講指示

により、公共職業訓練等を受講する場合に、訓練を受けている期間（最

長２年間を限度とする。）内の失業している日について、所定給付日数

（90～330 日）を超えて基本手当（「訓練延長給付」）が支給される。 

 なお、この他に「技能習得手当」として、受講手当（日額５00 円）

等があわせて支給される。 

 

               訓練期間 

                   

          基本手当 基本手当 

       (所定給付日数内)    (訓練延長給付) 

                      

   所定給付日数終了 



雇用保険の適用基準について

雇用保険は、自らの労働により賃金を得て生計を立てている労働者が失業した場合の生活の安定等を図る制

度であり、その趣旨にかんがみ、保護の対象とする労働者を一定の者に限っている。

一般に保険とは、同種類の偶発的な事故による危険にさらされている人々がこの危険の分散を図るために危

険集団を構成するものであるが、雇用保険制度においては、この同種類の危険にさらされている人々として、週の

法定労働時間が40時間であること等を考慮し、20時間を適用の下限としている。

考 え 方

強制適用としている理由

失業リスクは個人、産業、地域等により異なるため、仮に雇用保険を任意加入で運営すれば、失業リスクの高

い者のみが加入するという「逆選択」を引き起こし、保険制度として運営困難となる。したがって、強制保険として運

営する必要がある。

短時間就労者（その者の1週間の所定労働時間が、同一の適用事業に雇用される通常の労働者の1週間の

所定労働時間よりも短く、かつ、40時間未満である者をいう。）については、次のいずれにも該当するときに限り

被保険者として取り扱う。

イ 1週間の所定労働時間が20時間以上であること。

ロ 反復継続して就労する者であること（1年以上引き続き雇用されることが見込まれること。）。



雇用保険の適用基準（一般被保険者）

「通常の労働者」

（適用除外）

主たる雇用関係

における

週所定労働時間

40時間

「通常の労働者」よりも所定労働時間が
短いか又は「通常の労働者」が存在しな
い場合、
→「１年以上の雇用が見込まれる」か

No （1年以上の雇用見込み無し）

Yes

（注）１．日雇労働者及び季節労働者（短期雇用特例被保険者）には、それぞれ特別の被保険者資格を設けている。（注）１．日雇労働者及び季節労働者（短期雇用特例被保険者）には、それぞれ特別の被保険者資格を設けている。

① 65歳に達した日以後に新たに雇用される者

② 短時間労働者であって、季節的に雇用される者又は短期の雇用に就くことを常態とする者（日雇労働被保険者に該当する者を除く。）
③ 日雇労働者であって、適用区域に居住し適用事業に雇用される等の要件に該当しない者
④ ４ヵ月以内の期間を予定して行われる季節的事業に雇用される者
⑤ 船員保険の被保険者
⑥ 国、都道府県、市町村等に正規職員として雇用される者

〈 適用除外 〉

一般被保険者

20時間未満

20～40時間未満



派遣労働者の適用基準

登録型派遣労働者の適用基準

次のいずれにも該当する者は､被保険者として取り扱う｡

①反復継続して派遣就業する者であること
本要件を満たすためには、一の派遣元事業主に１年以上引き続き雇用される

ことが見込まれることを要する。
次の場合には、この要件に該当する。

ａ．雇用契約期間２月以上の派遣就業を１月程度以内の間隔で繰り返し行う
ことなっている者

ｂ．雇用契約期間１月以内の派遣就業を数日以内の間隔で繰り返し行うこと
となっている者

②１週間の所定労働時間が20時間以上であること



 
【平成１９年 就業形態の多様化に関する総合実態調査（抜粋）】 
 
（適用を受けている制度について（個人調査：M.A.）） 

適用を受けている制度  
労働者計 回答労働者

雇用保険 健康保険 厚生年金 企業年金 

正社員 100.0% 100.0% 99.2% 99.7% 98.7% 29.7% 

正社員以外 100.0% 77.4% 60.0% 48.6% 46.6% 5.3% 

契約社員 100.0% 91.9%  81.9% 83.4% 80.5% 6.9% 

嘱託社員 100.0% 92.6% 75.9% 82.8% 79.5% 16.1% 

出向社員 100.0% 96.8% 87.2% 92.3% 90.7% 42.7% 

派遣労働者 100.0% 89.2% 82.4% 80.2% 78.2% 4.3% 

臨時的雇用者 100.0% 45.8% 30.7% 29.3% 22.6% 1.2% 

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者 100.0% 70.5% 48.1% 28.7% 26.9% 2.7% 

 

その他 100.0% 82.9% 72.6% 71.1% 69.4% 4.8% 

 
（ 調査の概要） 
○ 平成１９年１０月１日現在の状況について把握（事業所調査、個人調査）。 

○ 調査対象数  （事業所調査）対象数：15,638事業所 有効回答数：10,791事業所 

（個人調査） 対象数：56,212人   有効回答数：28,783人 

○ 就業形態の定義 
 （カッコ内は回答のあった者の数及び全回答者数に占める各就業形態の者の割合） 

・ 正社員  ：  雇用している労働者で雇用期間の定めのない者のうち、パートタイム労働者や他企 
(17,903 人,62.2%) 業の出向者などを除いた、いわゆる正社員。 

（正社員以外） 
・ 契約社員 ：  特定職種に従事し、専門的能力の発揮を目的として雇用期間を定めて契約する者。 
 (806 人,2.8%) 
・ 嘱託社員 ：  定年退職者等を一定期間再雇用する目的で契約し、雇用する者。 
 (518 人,1.8%) 
・ 出向社員 ：  他企業より出向契約に基づき出向してきている者。出向元に籍を置いているかどう 

(345 人,1.2%)   かは問わない。 
・ 派遣労働者 ： 労働者派遣法に基づき派遣元事業所から派遣されてきている者（なお、調査対象事 

(1,353 人,4.7%)  業所が労働者派遣事業を行っている場合、派遣労働者として雇用している労働者に

ついてはその事業所での調査対象としない。）。 
・ 臨時的雇用者： 臨時的又は日々雇用している労働者で、雇用期間が１ヶ月以内の者。 
 (173 人,0.6%) 
・ パートタイム労働者：正社員より１日の所定労働時間が短いか、１週の所定労働日数が少ない労働者 

(6,476 人,22.5%)   で、雇用期間が１ヶ月を超えるか、又は定めのない者。 
・ その他 ：  上記以外の労働者で雇用している者。 

  (1,238 人,4.3%) 
 



派遣労働者の適用状況

派遣労働者の雇用保険の加入状況

加入している 加入していない その他

常用型派遣労働者 1558人 52人 88人

[91.8%] [3.0%] [5.2%]

登録型派遣労働者 977人 120人 57人

[84.7%] [10.4%] [5.0%]

総数 2579人 177人 152人

[88.7%] [6.1%] [5.3%]

（注）雇用保険の適用基準を満たすか否かにかかわらず全ての労働者に対し調査を実施していることから、調査対象の全てが雇用保険

の適用基準を満たすとは限らない。

（出所）厚生労働省「労働力需給制度についてのアンケート調査」（平成１７年）



19'雇用者の内訳

　雇 用 者 数 5,561万人

会社の役員 386万人

128万人

公務員　（注2） 356万人

その他雇用者 1,006万人

週20時間以上の雇用者 492万人

148万人

344万人

週20時間未満の雇用者 384万人

昼間学生アルバイト 130万人

（注1）「65歳以上の者」は、役員及び高年齢継続被保険者を除く。

（注2）「公務員」は、国家公務員（20年度末予算定員）、地方公務員（平成19年4月1日現在）

　　　　の合計である。

〔資料出所〕
　総務省 「労働力調査年報」、「就業構造基本調査」、総務省HP掲載資料

　厚生労働省「雇用保険事業月報」、「パートタイム労働者総合実態調査」

3,685万人

週所定労働時間20時間以上
雇用期間6月以上1年未満

雇 用 者 の 内 訳 （ 試 算 ）

65歳以上の者　（注1）

雇用期間6月未満

雇用保険被保険者



育児休業給付の概要

趣旨・概要

労働者が育児休業を取得しやすくし、職業生活の円滑な継続を援助、促進するため、
－ 育児休業期間中には「育児休業基本給付金」が、
－ 職場復帰後引き続き６か月間雇用された後には「育児休業者職場復帰給付金」が、
支給される。

計５０％相当額（注２）を支給

給付内容

－「育児休業基本給付金」：休業前賃金の３０％相当額を育児休業期間中に支給
－「育児休業者職場復帰給付金」：休業前賃金の２０％相当額（注１）を職場復帰後６か月雇用された後に支給

注１：平成22年3月31日までに育児休業を開始する場合の暫定措置。原則は１０％相当額。

注２：最低保障額（１日1,030円）と最高限度額（１日7,030円）あり。また、休業中に賃金の支払いがある場合は調整あり。

支給要件

雇用保険の被保険者が、１歳（子が１歳を超えても休業が必要と認められる一定の場合については１歳６
か月）に満たない子を養育するための休業をした場合に支給
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（単位：人、千円）

初回受給者数 支給金額

男 女 男 女

平成15年度 103,478 459 103,019 76,329,646 200,903 76,128,743 

平成16年度 111,928 512 111,416 82,777,120 234,251 82,542,870 

平成17年度 118,339 714 117,625 89,542,194 271,742 89,270,451 

平成18年度 131,542 978 130,564 95,607,258 372,003 95,235,255 

平成19年度 149,054 1,230 147,824 120,942,675 504,246 120,438,429 

平成19年10月 13,928 131 13,797 14,473,412 59,568 14,413,844 

　　　　11月 12,925 99 12,826 12,965,290 50,803 12,914,487 

　　　　12月 12,809 103 12,706 11,216,080 44,293 11,171,787 

平成20年１月 13,622 95 13,527 10,739,402 42,834 10,696,569 

　　　　２月 13,874 107 13,767 11,052,525 45,668 11,006,857 

　　　　３月 13,257 113 13,144 11,378,933 52,628 11,326,305 

　　　　４月 12,255 111 12,144 11,715,966 48,745 11,667,221 

　　　　５月 13,267 114 13,153 12,211,535 50,371 12,161,164 

　　　　６月 12,951 114 12,837 10,453,976 46,166 10,407,810 

　　　　７月 13,496 109 13,387 11,057,219 46,853 11,010,365 

　　　　８月 12,822 86 12,736 10,587,507 42,302 10,545,205 

　　　　９月 13,222 113 13,109 10,905,058 45,966 10,859,093 

　　　　10月 15,129 106 15,023 18,004,606 64,967 17,939,639 

（注1）初回受給者数は、基本給付金に係る最初の支給を受けた者の数である。

（注2）支給金額は、基本給付金と職場復帰給付金の合計額であり、業務統計値である。

育児休業給付の支給状況



（単位：人）

 ① 初回受給者  ② 職場復帰給付金
   受給者

 ③ 職場復帰率

（ ②／① ）

平成15年度 103,332 86,419 83.6% 

平成16年度 111,801 94,019 84.1% 

平成17年度 118,176 99,627 84.3% 

平成18年度 131,426 109,570 83.4% 

育児休業給付初回受給者の職場復帰給付金受給状況（特別集計）

（注）各年度における基本給付金初回受給者について、平成20年9月24日現在の状況を特別に調査したものである。



第 89 回労働政策審議会雇用均等分科会（平成 20 年 11 月 28 日）資料 

 

取りまとめに向けた検討のためのたたき台 

 

 

○ 我が国が人口減少時代を迎える中で、持続可能で安心できる社会をつくる

ためには、仕事と生活の調和の実現が不可欠である。一人ひとりの生き方

や子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて男女ともに多様な働

き方の選択を可能とする社会とすることは、国民の希望の実現となるととも

に、企業や社会全体の明日への投資であり、活力の維持につながる。 

○ このためには、すべての労働者を対象に長時間労働の抑制や年次有給休

暇の取得促進等仕事と生活の調和策を進めていくとともに、子育てや介護

など家庭の状況から時間的制約を抱えている時期の労働者を対象とする

仕事と家庭の両立支援を進めていくことが、男女がともに能力を発揮するこ

とができるような環境の整備及び少子化対策の観点から喫緊の課題であ

る。 

○ 育児休業取得率は女性で９割近くに達するなど、「育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（以下「育介法」とい

う。）は着実な定着が図られつつあるが、第一子出産前後で継続して就業し

ている女性の割合は未だ低い水準にとどまっており、休業からの復職後に

仕事と子育てを両立して続けていくことには、依然として、かなりの困難が

伴っている。 

○ このため、育児休業を取得しやすい環境整備に加え、休業からの復帰後の

子育て期に多様で柔軟な働き方を選べるようにすることが必要であり、子を

持つ労働者の希望や現行の措置状況等を踏まえつつ、制度を見直していく

必要がある。 

○ また、勤労者世帯の過半数が共働き世帯になっているなかで、女性だけで

なく、男性も子育てができ、親子で過ごす時間を持つことのできる環境作り

が求められているが、男性の育児休業取得率は１．５６％に過ぎず、男性

が子育てや家事に費やす時間についても先進国中最低の水準にとどまっ

ている。 

○ このように、男性が子育てや家事に関わっておらず、その結果、女性に子

育てや家事の負荷がかかりすぎていることが、女性の継続就業を困難にす

るとともに、第二子以降の出産意欲にも影響を及ぼし、少子化の原因ともな



っているとの指摘がある。 

○ こうした状況を踏まえ、女性の仕事と子育ての両立の負担を軽減し、その

継続就業や円滑な職場復帰を図るため、また、男性の子育て参加の最初

の重要な契機とするため、男性の育児休業の取得促進策を講じるべきであ

る。 

○ その他、介護を要する家族を抱える労働者など、個々の労働者の置かれた

状況に応じて、企業における要員管理等の負担にも配意しつつ、柔軟で使

い勝手の良い両立支援制度を整備していくべきである。 

○ また、育介法に基づく両立支援策は未だ利用しにくい等といった声があるこ

とを踏まえ、法の実効性を一層高めるための方策を講ずることが必要であ

る。 

○ 以上のような点を総合的に考慮すると、法的整備の具体的内容はおおむ

ね下記の事項とすることを検討すべきではないかと考える。 

○ あわせて、少子化対策としては、保育等の子育て支援サービス基盤の拡充

を同時に進めていくことが不可欠であり、「新待機児童ゼロ作戦」の推進や

「安心こども基金（仮称）」の創設等により、保育サービス等の更なる充実を

図ることが必要である。また、介護については、在宅生活を支援するサービ

スの基盤整備など介護の質の向上を図ることが必要である。 

○ なお、期間雇用者については、育児休業の取得を促進し、働きながら子育

てできる環境を整備することが重要であるが、一定の要件を満たす期間雇

用者について育児・介護休業の取得を認めた平成１６年の育介法改正の

施行後、改正内容が未だ浸透途上にあることを踏まえ、まずは、現行制度

において育児休業の取得が可能である期間雇用者が、より一層休業を取

得しやすくするために、その休業取得要件を分かりやすく示し、周知を徹

底することが重要であり、業種の実情に応じた取得促進にも新たに取り組

むべきである。  

これらに加え、その休業の取得状況等についてさらに実態把握を進め

る必要がある。 

 

記 

 

１ 子育て中の働き方の見直し 

（１） 短時間勤務について 

・ 短時間勤務について、３歳に達するまでの子を養育する労働者に対す

る事業主による単独の措置義務とすることを検討すべきではないか。

この場合、例えば、勤務時間が１日６時間を上回る分の短縮の措置を



含むこととするなど、措置の内容について一定の基準を設けることを検

討すべきではないか。 

・ 対象者については、勤務時間が１日６時間以下の労働者は法令により

対象外とするとともに、当該事業主に引き続き雇用された期間が１年

未満の労働者等については、労使協定により、措置の対象から除外で

きるようにすることを検討すべきではないか。また、業務の性質上又は

事業場の実態に照らし、短時間勤務とすることが難しい労働者につい

ては、労使協定により、措置の対象から除外できることとし、対象外と

なった労動者に対しては、代替措置として、現行の育介法第２３条の

選択的措置義務のうち他の措置（所定外労働の免除を除く。）を講ず

ることを義務付けることを検討すべきではないか。 

（２） 所定外労働の免除について 

・ 所定外労働の免除について、３歳に達するまでの子を養育する労働者

の請求により対象となる制度とすることを検討すべきではないか。 

・ 対象者については、当該事業主に引き続き雇用された期間が１年未満

の労働者等については、労使協定により、措置の対象から除外できる

ようにすることを検討すべきではないか。また、事業の正常な運営を妨

げる場合には、事業主は請求を拒否できることとすることを検討すべき

ではないか。 

 

２ 父親も子育てができる働き方の実現 

・ 父母がともに育児休業を取得する場合に、育児休業取得可能期間を

子が１歳２か月に達するまでに延長することを検討すべきではないか。

この場合、父母１人ずつが取得できる休業期間（母親の産後休業を含

む。）の上限については、現行と同様１年間とすることを検討すべきで

はないか。 

・ 出産後８週間以内の父親の育児休業取得を促進し、この期間に父親

が育児休業を取得した場合には、特例として、育児休業の再度取得

の申出を認めることを検討すべきではないか。 

・ 育児休業、時間外労働の制限等における労使協定による専業主婦

（夫）除外規定等の廃止を検討すべきではないか。 

 

３ 子育て・介護の状況に応じた両立支援制度の整備 

（１） 子の看護休暇について 

・ 付与日数を小学校就学の始期に達するまでの子が１人であれば年５

日、２人以上であれば年１０日とすることを検討すべきではないか。ま



た、子どもの予防接種及び健康診断の受診についても取得理由として

認めることを検討すべきではないか。 

（２） 介護のための短期の休暇について 

・ 要介護状態にある家族の通院の付き添いなどに対応するため、介護

のための短期の休暇制度を設けることを検討すべきではないか。この

場合、付与日数については、要介護状態にある家族が１人であれば年

５日、２人以上であれば年１０日とすることを検討すべきではないか。 

（３） 育児休業の再度取得要件について 

・ 長期にわたる子どもの疾病が発覚した場合や、現在受けている保育サ

ービスが受けられなくなった等の事情により新たに保育所等に入所申

請を行ったが当面入所できない場合について、育児休業の再度取得を

認めることを検討すべきではないか。 

 

４ 実効性の確保 

・ 不利益取扱いについて、「雇用の分野における男女の均等な機会及

び待遇の確保等に関する法律」（以下「均等法」という。）における取扱

いも踏まえ、育介法の趣旨、目的に照らして必要な見直しを行うことを

検討すべきではないか。 

・ 苦情処理・紛争解決の援助について、均等法における仕組みと同様の

仕組みを設けることを検討すべきではないか。 

・ 均等法と同様に、公表及び過料の規定を設けることを検討すべきでは

ないか。 

 

５ その他 

・ １（１）、（２）を踏まえ、現行の育介法第２３条の選択的措置義務（短時

間勤務及び所定外労働の免除を除く。）について、３歳に達するまで

の子を養育する労働者について措置を講ずるよう努めなければならな

いとすることを検討すべきではないか。 

・ 短時間勤務、所定外労働の免除、介護のための短期の休暇、時間外

労働の制限、深夜業の免除などに関して、その申出等を理由とする不

利益取扱いを禁止する旨の規定を設けることを検討すべきではない

か。 

 



● 雇用保険は、景気・雇用情勢の変動に支出水準が大きく影響。不況期と好況期では２倍の差。

支出額 ： 平成１１年度 約2兆7,800億円 平成１９年度 約１兆4,900億円

● 積立金は、好況期に資金を積み立て、不況期にこれを財源として活用する目的で将来の給付費を積み

立てるものであり、雇用情勢が悪化した際にも安定した給付を行うため不可欠。

積立金残高： 平成５年度 約４兆7,500億円 平成１４年度 約4,100億円 平成１９年度 約4兆8,800億円

【雇用保険の決算上の剰余として積み立てられる積立金は、全額労使折半の保険料。】

雇用保険の積立金・雇用安定資金について（労働保険特別会計）

雇用保険の積立金とは

雇用安定資金とは

● 景気・雇用情勢が悪化したときには、雇用保険二事業による機動的・集中的な雇用対策が必要。

雇用保険二事業支出： 平成１２年度 約6,000億円 平成１３年度 約5,800億円 （平成１９年度 約3,200億円)

● 雇用安定資金は、不況期に機動的な雇用対策を講ずることができるよう、将来の雇用対策費を平常時に

資金として安定的に積み立てておく仕組み。

【雇用保険二事業は全額事業主負担の保険料で運営。雇用安定資金も当該保険料を積み立て。】



雇用保険料率の弾力条項について

（保険料収入－二事業に要する費用） ＋ 当該年度末雇用安定資金

二事業に係る保険料収入
1.5  ＜

（→3/1000まで）

保険料率
引き下げ

※ １８年度決算額による計算 ＝ １．７２ → 平成20年度の保険料率を3/1000まで引下げ

※ １９年度決算額による計算 ＝ １．９５ → 平成21年度の保険料率について、3/1000まで引き下げることが必要

２ ＜ 失業等給付費

（（保険料収入＋国庫負担額）－失業等給付費） ＋ 当該年度末積立金 保険料率
引き下げ可能

（→12/1000まで）

※ １８年度決算額による計算 ＝ ４．３７ → 平成20年度の保険料率を12/1000まで引下げ

※ １９年度決算額による計算 ＝ ４．５２ → 平成21年度の保険料率について、12/1000まで引き下げることが可能

失業等給付に係る弾力条項

雇用保険二事業に係る弾力条項

１．雇用保険料率は、原則19.5/1000 （失業等給付分：16/1000（労使折半）、二事業分：3.5/1000（事業主負担））

２．財政状況に照らして一定の要件を満たす場合には、雇用保険料率を大臣が引き下げ可能。（弾力条項）



失 業 等 給 付 関 係 収 支 状 況

　 （単位：億円）

4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

19,254 18,187 17,797 18,593 18,414 19,423 17,397 17,317 16,239 23,830 25,886 25,321 25,377 28,978 28,764 22,214 

13,475 16,127 17,996 20,221 21,358 23,203 27,018 27,806 26,660 27,275 26,820 21,321 17,416 16,972 15,261 14,917 

5,779 2,061 ▲ 199 ▲ 1,628 ▲ 2,944 ▲ 3,780 ▲ 9,621 ▲ 10,489 ▲ 10,421 ▲ 3,445 ▲ 934 4,000 7,962 12,006 13,503 7,297 

45,466 47,527 47,328 45,699 42,755 38,975 29,354 18,865 8,443 4,998 4,064 8,064 16,026 28,032 41,535 48,832 

（注）１．積立金残高には、当該年度の決算の結果、翌年度において積立金として積み立てるべき額が含まれている。

　　　２．数値は、それぞれ四捨五入している。

差 引 剰 余

積 立 金 残 高

収 入

支 出



（単位：億円、％）

予　算 決　算 予　算 決　算 予　算 決　算 予　算 決　算 予　算 決　算

5,081 5,123 5,132 5,193 5,134 5,254 5,391 5,401 4,861 5,168 

5,770 4,124 5,073 3,892 4,771 3,683 4,167 3,578 3,563 3,195 

(　 71.5) (　 76.7) (　 77.2) (　 85.9) (　 89.7)

雇 用 安 定 事 業 2,772 1,689 2,400 1,557 2,225 1,481 1,794 1,448 2,088 1,846 

能 力 開 発 事 業 1,766 1,509 1,537 1,432 1,482 1,395 1,409 1,345 1,363 1,294 

雇 用 福 祉 事 業 1,052 917 1,006 893 945 798 873 773 　　－ 　　－

2,698 1,504 2,215 1,345 2,030 1,265 1,619 1,261 1,194 983 

(　 55.7) (　 60.7) (　 62.3) (　 77.9) (　 82.3)

▲ 689 999 60 1,301 362 1,571 1,223 1,823 1,298 1,972 

4,010 5,312 6,883 8,706 10,679 

（注）１．雇用福祉事業の廃止に伴う経過措置として、平成19年度予算51億円、決算44億円が計上されている。

 　 　２．予算の「支出」には、予備費（15' 170億円、16' 120億円、17' 110億円、18' 80億円、19' 50億円）が計上されている。

　　　３．（　 ）内は、それぞれ予算に対する執行率である。

　　　４．安定資金残高には、当該年度の決算の結果、翌年度において雇用安定資金として組み入れるべき額が含まれている。

　　　５．数値は、それぞれ四捨五入している。

19年度16年度15年度

雇 用 保 険 二 事 業（ 三 事 業 ） 関 係 収 支 状 況

支出のうち助成金

安 定 資 金 残 高

収 入

差 引 剰 余

支 出

18年度17年度

(注１)



積立金残高と受給者実人員の推移
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「生活対策」（抄） 

平成 20 年 10 月 30 日 新たな経済対策に関する 

政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議 

 

 

第２章 具体的施策 

＜第１の重点分野＞生活者の暮らしの安心 
 

１．家計緊急支援対策 
 

 ◇勤労者の生活・消費を支える「賃金引上げ」の環境づ

くりを進める。そのため、国民の負担軽減の観点から、

積立金残高の状況を踏まえ、セーフティネット機能の

強化と併せて、「雇用保険料引下げ」等へ向けた取組

を進める。 

  ＜具体的施策＞ 

   ○経済界に対する賃金引上げの要請 

○雇用保険の保険料引下げ等に向けた取組

・雇用保険の保険料については、平成 21 年度の 1

年間に限り、0．4％の範囲内の幅（現行 1．2％）

で引き下げることについて、セーフティネット機

能の強化等と併せ、関係審議会において労使と十

分協議した上で検討、結論 
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